
○分娩機関と妊産婦との契約に基づいて、通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳性麻痺となった看に補償金を支払う。  
○分娩横開は、補償金の支払いによる損害を担保するため、運営組♯が契約者となる損書保険に加入する。  

（※ 対象者推計敢：年間概ね500－800人）  堵握対象  

○通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳性麻痺となった場合とする。  
出生体重2，000g以上かつ在胎週数∽週以上 一 身体障香寺等級1－2扱相当の重症者  
先天性要因等の除外基準に該当するものを除く  

○出生体重・在胎週数の基準を下回る場合でも、在胎週数28退以上の看については、個別事査  

醐地 22遺以降の分娩lこ限る。   

一分娩当たり 30，000円  

補償金嶺   

3，000万円（一時金：600万円＋分割金：2，400万円（20年間））  
進・制度周知望  

○都道府県がHP等を通じて行う医療機能に関する情報提供の項目に本制度の加入状況を追加  

○医療機関が広告できる項目に本制度加入を追加  0診療報酬上のハイリスク分娩管理加算の算定要件に本制度加入を追加  

○母子健康手帳の任意記載事項に産科医療補償制度を追加 ○加入機関での分娩に出産育児一時金を3万円加井  

○（財）日本医療機能評価機構のHPを通じて加入分娩機関を公表  （35→38万円）  

その他  

○紛争の防止・早期解決のために、医学的観点から事例を分析し、結果を両当事者にフィード／くック  

○原因分析された各事例の公開により、同種の医療事故の再発防止等を図る。  

○遅くとも5年後を目処に、制度内容について検証し、適宜必要な見直しを行う。  
（
櫛
即
N
）
 
 
 

（注）1．平成21年2月時点の加入率：病院・診療所99％．助産所96％   
2．出産育児一時金は、平成21年10月から平成22年度末までの間、4万円加算（38→42万円）される。  
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（参考4）  

産科医療補償制度加入状況について  

一  平成21年2月20日現在 －  
▲  †   

J；   

区分   
加入  

分娩機関数    分娩機関数   
加入率（％）   

病院・診療所   2，865   2，855   99．7   

助産所   425   409   96．2   

合計   3，290   3，264   99．2   

（注）分娩機関数について  

病院・診療所・■・平成21年2月20日現在、日本産婦人科医会調査数  

助産所・… ‥ 平成21年2月20日現在、日本助産師会調査数  
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病院・診療所  助産所  合計  
都道府県  

全機関数書   円  加入j加入率 機関数…（％）  全機関数   羞射力冒会芦  全機碑 逮㌫i加入率     （％）   

北海道   109  109 岳 100．0   10 1 119j l19∈100・0   
青森  33ま100．0  
岩手  43ち100．0  10 芦 100．0               …i壬33二3   
宮城  49 j 100. O 
秋田  27ミ100．0  

山形  35≡100．0  ．  

福島  58‡100．0  61J   60   98．4   
茨城  62 ミ 98．4  71   701 98．6   
栃木  47100．0  

群馬  47ミ100．0  
埼玉  114毒100．0  ＝董§§…§              喜弓100’0          2】 66．7                   描  
千葉  17i99．2  去喜岩竜 三喜≡§ 冒3二；   

東京  204竜 98．6  51∃ 96・2   

神奈川  31 100．0  
新潟  51与100．0  

富山  27ま100．0  

石川  38：100．0  39； 90．7   
1  

福井  24：100．0  2 室  66．7   27】  

山梨  17毒100．0  4  1〔10．0   21【   100．0   

長野  50ミ100．0  
1喜】13写：3   

63l 
岐阜  57；■100．0  26言 96・3  

静岡  84ミ 98．8  15ち1帆0   100 ミ  99！ 99，0   

愛知  164 要 100．0  22 ■ 100．0   ● 壬●  
三重  45：100，0  7  100．0   

滋賀  43 盲 100．0  8  88．9   

京都  63 ≡100．0  13  100．0   茎  葦童萱                                          76 弓    76・100．0   
大阪  166 …  99．4  28  93．3   197194   98．5   

兵庫  119…98．3  
奈良  33邑100．0  

和歌山  26；100．0  

鳥取  17さ 94．4  

島根  22ミ100．0  1……蚤1…喜王…喜‡喜            2＝  20  95．2  
岡山  47≡100．0  

広島  70ミ100．0  …圭壬呂3‥呂   

山口  40…100．0  

徳島  23ま100．0  4100．0 0   
香川  28；100．0  
愛媛  ‘11！100．0  

高知  21ilOO．0  …∃壬呂§；呂  

福岡  134喜100・0  
佐賀  31－100．0  11   
長崎  58‡100．0  1…！壬喜喜三…   

熊本  61 100．0  2  100．0   ● 

大分  35モ100．0  

宮崎  50；100．0  喜i壬呂3：3   童 皇  
鹿児島  56 …100．0  
沖縄   38 1 38ぎ100．0   4  …‡壬33：3  l                                   42芦  42†100．0   
合計   2．865  2，855 至  99．7   425  409】 96．2  3，290 j 3，264i 99．2   

ー43－   



6．医療安全調査委員会（仮称）について   

医療には、一定の危険性が伴うものであり、場合によっては、死亡等の不  
幸な帰結につながることもある。医療事故死等が発生した際、患者家族には、  
まず真相を明らかにしてほしいとの願いや同様の事故の再発防止に対する願  

いがあるが、医療事故死等の原因の究明については民事手続又は刑事手続に  
その解決が期待されている現状にあり、これらの手続においては、必ずしも  
期待する成果が得られていない状況にある。   

厚生労働省としては、このような状況を踏まえ、医療の安全の確保の観点  
から、医療事故死等の原因究明・再発防止を図る仕組みを設ける必要がある  
と考えているところである。   

また、このような新しい仕組みを構築することにより1医療の透明性の確  
保や医療に対する国民の信頼の回復につながるとともに、医師等が萎縮する  
ことなく医腐を行える環卿ものと考えている。   

このため、平成17年度から「診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事  
業」を開始するなどの検討を進めてきたところであり、昨年においては、こ  

れまでの様々な議論を踏まえ、幽  
よる死亡の原因究明・再発防止等の在り方に関する試案一第三次試案－」を  
全量し、さらに、6月には、第三次試案を踏まえた法律案の現時点でのイメー  
ジとして、凍…（仮称）大綱案」を公表したとこ  
ろである。   

現在、第三次試案及び大綱案に対する意見募集を行っているところである  

が、これまでに寄せられた様々な御意見については、現時点での厚生労働省  
としての考ネを示すとと■もに、医療関係者を中心とした御意見を直接伺うた  
め、厚生労働省に設置した検討会の場で関係者からのヒアリングを行い、ま  

た、地方においても、一般公開の説明会を昨年11月以降順次開催し、広く国  

民及び医療関係者の理解が得られるよう努めているところであり、概ねの理  
解が得られれば、柑こ法案を提出したいと考えているところである0   

なお、このような新しい仕組みを円滑に導入していくためには、調査や評  

価を行う人材の確保、関係機関との協力関係を構築するなどの体制整備が必  
要であるため、各都道府県におかれては、このような新しい仕組みの必要性に  

ついて、御理解いただき御協力をお願いしたい。   

また、厚生労働省においても、引き続きモデル事業を拡充するなど、制度  
化に向けた準備体制の確保に取り組むこととしているので、モデル事業実施  
地域の都道府県等におかれては、管下医療機関等に対し、当該事業への協力  
についても周知をお願いしたい。   

（参考1）医療安全調査委員会（仮称）について  

（参考2）医療死亡事故の調査等に関する新しい仕組みのイメージ（案）  

（参考3）診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業（概要）  

（参考4）診療関連死の死因究明に関するこれまでの動き  

－44－   
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医療死亡事故の調査等に関する新しい仕組みのイメージ（薫）  
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≪現行≫  ≪新制度（案）≫   

（殺人、虐待等の異状死の場合は現行同様警察署へ届出）  すべての異状死（医療事故死を含む。）  

医療事故死  

新制度に基づく届出  

（医師法21条に基づく届出は不要）  

医師法21条に基づく届出  

（検案した医師の判断）  
医療機関  警察署  

／†  

（医療機関の判断）  
医療安全  

調査委員会   

（仮称）  

医療機関  

華・■ 畔 二  竿●  

医療者を中心とした調査   
遺族  

警察官による捜査  

l送検  

／ ＼  
〕「  

診療録等の改ざん、  
隠蔽など  
過失による医療事故  
を繰り返しているなど  
故意や「標準的な医  
療から著しく逸脱した  
医療」  

医療事故の情報や  
医療の安全のため  
・医療機関：システム  

エラーの改善  
・個人：再教育を重視  

再発防止策を  

全国の医療機関で共有  

不起訴  

▼  

通知の有無を踏まえて対応   

相談  

委員会の調査を勧める  



医療安全調査委員会（仮称）の構成  

瑚   



した死亡の調査溺憺モール垂L∃  

20’予算額   21，予算（案）額   
128百万円 →176百万円  

【事業の目的】  

○ 医療の質と安全・安心を高めていくためには、   
診療行為に関連した死亡について正確な死因の   

調査分析を行い、同様の事例の再発を防止する   
ための方策が、専門的、学際的に検討され、広   

く改善が図られることが必要。  

モデル率娘の流れ  

らモデル事業  
モデル謳禁の窓口穏当書：捉台詞鯨医，嗣琵琶使節  

塗
炭
・
関
係
機
関
 
 

【事業の概要】  

○ 本手実は、関係学会の協力を得て、モデル地域   
において、医療機関から診療行為に関連した死   
亡について、臨床医、法医学者及び病理学者に   

よる解剖を実施し、さらに専門医による事案調   
査を実施し、診療行為との因果関係の有無及び   
再発防止策を総合的に検討するもの。  

● ● ●  

患壱遺族  

拉馳墓i£地膚l肯 l▲ 樅上J；舵軌当b仁1章ヨ  

）日本内科学会  

モデル地域 10か所  

〔 

札幌、宮城、茨城、東京、新潟  

愛知、大阪、兵庫、岡山、福岡  
（
邸
即
U
）
 
 
 

受付事例数 83例（H20．12．8現在）  



（参考4）  

診療関連死の死因究明に関するこれまでの動き  

平成11年以降 横浜市立大学事件（患者取り違え）、都立広尾病院事件（薬剤取り違え）、東  

京慈恵医大附属青戸病院事件（手術による患者死亡）等が発生し、医療安全に  

ついての社会的関心が高まる。  

平成18年2月 福島県立大野病院事件  

帝王切開中の出血により妊婦が死亡（平成16年12月）した事例において、  

産科医が業務上過失致死・医師法21条違反容疑で逮捕。（その後、起訴さ  

れ、平成20年9月無罪の地裁判決が確定）  

卵衆議院厚生労働委員会決害毒  

第三者機関による医療事故の調査等について検討を求めるい  

9月  自民党「医療紛争処理のあり方検討会」を設置  

平成19年3月  「診療行為に関連した死亡の死因究明等のあり方に関する課題と検討の方  

向性」厚労省より公表。（意見募集を実施）  

4月  厚労省「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討  

会」を設置  

即 守・与党決定）  

「診療行為に係る卿事故調査会）の構築等、医療リス  

クに対する支援体制を整備する。」  

6月  「経済財政改革の基本方針2007」（閣議決定）  

上記対策が盛り込まれる。  

8月  厚労省検討会「これまでの議論の整理」とりまとめ  

10月   「診療行為に関連した死亡の死因究明等の在り方に関する試案一第二次  

試案－」  

これまでの様々な議論を踏まえ、改めて厚労省としての考え方をとりま  

とめたもの。（意見募集を実施）   

12月・会嘲郡部係る死因究明制度等につしユて⊥  

新制度の骨格、政府における留意事項を提示。  

平成20年4月 「医療の安全の確保に向けた医療事故による死亡の原因究明・再発防止  

等の在り方に関する試案一第三次試案一」  

第二次試案以降の様々な議論を踏まえ、厚労省としての考え方を取りま  

とめたもの。（意見募集を実施）  

6月  「医療安全調査委員会設置法案（仮称）大綱案」  

第三次試案及び第三次試案に対して寄せられた意見を踏まえ、厚労省と  

してとりまとめ。（意見募集を実施）  

b
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10月「医療の安全の確保に向けた医療事故による死亡の原因究明・再発防止等の  

在り方に関する試案一第三次試案－」及び「医療安全調査委員会設置法案（仮  

称）大綱案」に寄せられた主な御意見と現時点における厚生労働省の考え  

第三次試案及び大綱案に寄せられた主な意見と、それに対する現時点に  

おける厚労省としての考えをとりまとめ公表。  
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7．独立行政法人福祉医療機構の平成21年度事業内容について   

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）は、福祉の増進  

並びに医療の普及及び向上を目的として、病院、診療所及び介護老人保  

健施設等の医療関係施設等に対して、その設置・整備又は経営に必要な  

資金を長期かつ低利な条件で融資する事業等を行っているところである。  

平成21年度医療貸付事業においては、需要動向を踏まえた融資枠と  

し、国の政策推進に合わせ所要の貸付条件等の設定等を行うこととした  

ので、管下の医療機関等に対する周知方よろしくお願いしたい。   

なお、機構の借入申込みについては、従来より、整備を行う施設等を  

所管する都道府県知事からの証明書・意見書の提出をお願いしていると  

ころであるが、21年度においても引き続きご協力をお願いしたい。   

また、機構からの融資を予定しているものについては、予め機構の融  

資相談を受け、適切な事業計画を策定するようご指導願いたい。  

（1）事業計画  

区  分  平成20年度予算  平成21年度予定  対前年度伸率   

貸付契約額  1，766億円  1，610億円   △8．8％   

資金交付額  1，701億円  1，483億円  △12．8％   

（2）経営環境変化に伴う経営安定化資金の取扱いについて（20年1   

0月から実施）  

以下の融資については、21年度においても引き続き実施するの   

で管下の医療機関等に対する周知についてご協力願いしたい。  

○経営環境変化に伴う経営安定化資金  

経済情勢の悪化による経営環境の変化により、一時的に資金不足  

を生じている病院、診療所及び老人保健施設の経営安定化を図るた  

め長期運転資金（経営安定化資金）の融資条件を緩和  

＜貸付金利＞ 2．1％→1．6％（平成21年2月12日現在）  

＜償還期間＞ 原則、5年以内 → 7年以内  

＜貸付限度額＞ 病院、介護老人保健施設 1億円  

診療所 4千万円  

＜担   保＞ 原則不動産担保の提供が必要となります。  

1，000万円までは無担保融資可能  

不動産担保が無い場合は診療報酬債権等のみ  

担保でも可能  

－51－   



（3）標準建築単価の改正  

融資額の算出にあたっては、建築単価に融資対象面積を乗じたも  
のを用いているところであるが、近年の実勢単価の状況を踏まえ基  

準単価を引き上げを行った。  

〈改定幅〉 全施設一律15％増  

一病院（4階以下、北海道地域）の場合一  
標準建築単価 213，000円／d → 244，900円／d   

（参考）貸付金額の算定方法  

貸付金額＝（標準建築単価（実建築単価が低い場合は実建築単価）  
×融資対象面積 ＋ 設計監理費） × 融資率  

ただし、貸付限度額の範囲内  

（4）貸付条件の緩和   

アスベスト対策事業に係る貸付条件の緩和（20年度からの継続）  
＜融 資 率＞  

ア 病院、診療所、（准）看護師養成施設等 80％→85％  

イ 介護老人保健施設  75％→80％  
り 医療従事者養成施設、助産所  70％→75％  

＜貸付金利＞一平成21年2月12日現在－  
ア 病院、診療所の乙種増改築資金等 2．1％→1．7％  

イ 介護老人保健施設の増改築資金等 1．7％→1．65％   

（5）福祉医療機構の事務・事業の見直しについて  

「独立行政法人福祉医療機構の見直し案」（平成18年12月24日行   

政改革推進本部決定）に基づく融資の重点化として、平成21年度   
から病院に対する融資については、「医療貸付に係る病院融資の基   
本方針（ガイドライン）について（平成20年3月28日）」に基  

づき、  

① 500床以上のものにあっては都道府県の医療計画におけ  

る医療連携体制に位置づけられる政策優先度の高い地域医療を  

実施する病院の当該部門の整備に限定  

② 500床未満のものにあっては医療計画における医療連携  
体制に位置づけられる政策優先度の高い地域医療を実施する  

病院へ優先的に融資  

を行うこととしているので、管下の医療機関等に対する周知につい  

てご協力願いたい。  
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